
 

（新） 作業規程の準則（平成 28 年 3 月 31 日一部改正版） （旧） 作業規程の準則（平成 25 年 3 月 29 日一部改正版） 

第４編 応用測量 第４編 応用測量 

第１章 通  則 第１章 通  則 

第１節 要 旨 第１節 要 旨 

（要 旨） 

第３７９条  （略） 

（要 旨） 

第３３８条  （略） 

（応用測量の区分） 

第３８０条  （略） 

（応用測量の区分） 

第３３９条  （略） 

（使用する成果） 

第３８１条  （略） 

（使用する成果） 

第３４０条  （略） 

（機 器） 

第３８２条 （略） 

（機 器） 

第３４１条 （略） 

（機器の点検及び調整） 

第３８３条 （略） 

（機器の点検及び調整） 

第３４２条 （略） 

（計算結果の表示単位） 

第３８４条 座標値等の計算結果の表示単位等は、次表を標準とする。ただし、用地測量においては第４４５

条第６項の規定を適用する。 

 （表略） 

２ （略） 

３ キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法により標高を求めた場合は、国土地理院が提供

するジオイド・モデルにより求めたジオイド高を用いて、楕円体高を補正して求めるものとする。 

（計算結果の表示単位） 

第３４３条 座標値等の計算結果の表示単位等は、次表を標準とする。ただし、用地測量においては第４０４

条第６項の規定を適用する。 

 （表略） 

２ （略） 

３ キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法により標高を求めた場合は、国土地理院が提供

するジオイドモデルによりジオイド高を補正して求めるものとする。 

（標杭の材質、寸法等） 

第３８５条  （略） 

（標杭の材質、寸法等） 

第３４４条  （略） 

第２節 製品仕様書の記載事項 第２節 製品仕様書の記載事項 

（製品仕様書） 

第３８６条  （略） 

（製品仕様書） 

第３４５条  （略） 

第２章 路線測量 第２章 路線測量 

第１節  要 旨 第１節  要 旨 

（要 旨） 

第３８７条  （略） 

（要 旨） 

第３４６条  （略） 

（路線測量の細分） 

第３８８条  （略） 

 

 

（路線測量の細分） 

第３４７条  （略） 

第２節 作業計画 第２節 作業計画 



（要 旨） 

第３８９条 （略） 

（要 旨） 

第３４８条  （略） 

第３節 線形決定 第３節 線形決定 

（要 旨） 

第３９０条 （略） 

（要 旨） 

第３４９条  （略） 

（方 法） 

第３９１条 （略） 

２ （略） 

３ （略） 

一 （略） 

二 キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法による観測の場合は、２セット行うものと

し、使用衛星数及び較差の許容範囲等は、次表を標準とする。 
 

 
三・四 （略） 

４ （略） 

５ （略） 

一 （略） 

イ・ロ （略） 

ハ 既知点での観測は、第３項第二号及び第三号の規定を準用する。 

ニ （略） 

二・三 （略） 

６～１０ （略） 

使用衛星数 観測回数 データ取得間隔 許容範囲  備     考 

５衛星以上 

ＦＩＸ解

を得てか

ら１０エ

ポック以

上 

１ 秒 

（ただし、キネ

マティック法は

５秒以下） 

ΔＮ 

ΔＥ 

２０

㎜ 

ΔＮ：水平面の南北成分のセット間較差 

ΔＥ：水平面の東西成分のセット間較差 

ただし、平面直角座標値で比較すること

ができる。 

摘  要 

ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、使用衛星数は６衛星以上とする。ただ

し、ＧＰＳ・準天頂衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を、それぞれ２衛星以上を用いるこ

と。 

（方 法） 

第３５０条 （略） 

２ （略） 

３ （略） 

一 （略） 

二 キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法による場合は、干渉測位方式により２セッ

ト行うものとし、使用衛星数及び較差の許容範囲等は、次表を標準とする。 
 

 
三・四 （略） 

４ （略） 

５ （略） 

一 （略） 

イ・ロ （略） 

ハ 既知点での観測は、第２項及び第３項の規定を準用する。 

ニ （略） 

二・三 （略） 

６～１０ （略） 

使用衛星数 観測回数 データ取得間隔 許容範囲  備     考 

５衛星以上 

ＦＩＸ解

を得てか

ら１０エ

ポック以

上 

１ 秒 

（ただし、キネ

マティック法は

５秒以下） 

ΔＮ 

ΔＥ 

２０

㎜ 

ΔＮ：水平面の南北方向のセット間較差 

ΔＥ：水平面の東西方向のセット間較差 

ただし、平面直角座標値で比較すること

ができる。 

摘  要 
ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、使用衛星数は６衛星以上とする。ただ

し、ＧＰＳ衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を、それぞれ２衛星以上を用いること。 

（ＩＰの設置） 

第３９２条  （略） 

（ＩＰの設置） 

第３５１条  （略） 

第４節  中心線測量 第４節  中心線測量 

（要 旨） 

第３９３条  （略） 

（要 旨） 

第３５２条  （略） 

（方 法） （方 法） 



第３９４条  （略） 

２・３ （略） 

４ （略） 

一 ＴＳ等を用いる場合は、第３９２条第２項第一号の規定を準用する。 

二 キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法による場合は、第３９１条第３項第二号か

ら第四号、第４項及び第５項の規定を準用する。 
５・６ （略） 

７ 前項において中心点間等の距離が、直接測定ができない場合は、第３９１条第８項の規定を準用する。 

８～１０ （略） 

第３５３条  （略） 

２・３ （略） 

４ （略） 

一 ＴＳ等を用いる場合は、第３５１条第２項第一号の規定を準用する。 

二 キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法による場合は、第３５０条第３項第二号か

ら第四号、第４項及び第５項の規定を準用する。 
５・６ （略） 

７ 前項において中心点間等の距離が、直接測定ができない場合は、第３５０条第８項の規定を準用する。 

８～１０ （略） 

（標杭の設置） 

第３９５条 （略） 

（標杭の設置） 

第３５４条 （略） 

第５節 仮ＢＭ設置測量 第５節 仮ＢＭ設置測量 

（要 旨） 

第３９６条  （略） 

（要 旨） 

第３５５条  （略） 

（方 法） 

第３９７条  （略） 

（方 法） 

第３５６条  （略） 

（標杭の設置） 

第３９８条  （略） 

（標杭の設置） 

第３５７条  （略） 

第６節  縦断測量 第６節  縦断測量 

（要 旨） 

第３９９条 （略） 

（要 旨） 

第３５８条 （略） 

（方 法） 

第４００条  （略） 

（方 法） 

第３５９条  （略） 

第７節  横断測量 第７節  横断測量 

（要 旨） 

第４０１条  （略） 

（要 旨） 

第３６０条  （略） 

（方 法） 

第４０２条  （略） 

２～４ （略） 

５ （略） 

一 （略） 

二 キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法による観測の場合は、１セット行うものと

し、使用衛星数及び較差の許容範囲等は、次表を標準とする。 
 

使用衛星数 観測回数 データ取得間隔 

５衛星以上 
ＦＩＸ解を得てから 

１０エポック以上 

１ 秒 

（ただし、キネマティック法は 5秒以下） 

（方 法） 

第３６１条  （略） 

２～４ （略） 

５ （略） 

一 （略） 

二 キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法による場合は、干渉測位方式により１セッ

ト行うものとし、使用衛星数及び較差の許容範囲等は、次表を標準とする。 
 

使用衛星数 観測回数 データ取得間隔 

５衛星以上 
ＦＩＸ解を得てから 

１０エポック以上 

１ 秒 

（ただし、キネマティック法は 5秒以下） 



 

 

 

 

 

 

 

 

三 ネットワーク型ＲＴＫ法による場合は、第３９１条第４項及び第５項の規定を準用する。 

四 （略） 

五 許容範囲等は、次表を標準とする。 

 

 
６～１１ （略） 

摘  要 

ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、使用衛星数は６衛星以上とする。

ただし、ＧＰＳ・準天頂衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を、それぞれ２衛星以上を

用いること。 

項       目 許容範囲 備     考 

セット間較差 

ΔＮ 

ΔＥ 
20mm 

ΔＮ：水平面の南北成分のセット間較差 

ΔＥ：水平面の東西成分のセット間較差 

ΔＵ：水平面からの高さ成分のセット間較差 

ただし、平面直角座標値で比較することができる。 
ΔＵ 30mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 ネットワーク型ＲＴＫ法による場合は、第３５０条第４項及び第５項の規定を準用する。 

四 （略） 

五 許容範囲等は、次表を標準とする。 

 

 
６～１１ （略） 

摘  要 

ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、使用衛星数は６衛星以上とする。

ただし、ＧＰＳ衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を、それぞれ２衛星以上を用いるこ

と。 

項       目 許容範囲 備     考 

セット間較差 

ΔＮ 

ΔＥ 
20mm 

ΔＮ：水平面の南北方向のセット間較差 

ΔＥ：水平面の東西方向のセット間較差 

ΔＵ：水平面からの高さ方向のセット間較差 

ただし、平面直角座標値で比較することができる。 
ΔＵ 30mm 

第８節  詳細測量 第８節  詳細測量 

（要 旨） 

第４０３条  （略） 

（要 旨） 

第３６２条  （略） 

（方 法） 

第４０４条  （略） 

（方 法） 

第３６３条 （略） 

第９節  用地幅杭設置測量 第９節  用地幅杭設置測量 

（要 旨） 

第４０５条  （略） 

（要 旨） 

第３６４条  （略） 

（方 法） 

第４０６条  （略） 

２ （略） 

３ （略） 

一 ＴＳ等を用いる場合は、第３９２条第２項第一号の規定を準用する。 

二 キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法による場合は、第３９１条第３項第二号から

第四号、第４項及び第５項の規定を準用する。 
４・５ （略） 

（方 法） 

第３６５条  （略） 

２ （略） 

３ （略） 

一 ＴＳ等を用いる場合は、第３５１条第２項第一号の規定を準用する。 

二 キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法による場合は、第３５０条第３項第二号から

第四号、第４項及び第５項の規定を準用する。 
４・５ （略） 

（用地幅杭点間測量） 

第４０７条 （略） 

２ 前項において用地幅杭間の距離が直接測定できない場合は、第３９１条第８項の規定を準用する。 

（用地幅杭点間測量） 

第３６６条 （略） 

２ 前項において用地幅杭間の距離が直接測定できない場合は、第３５０条第８項の規定を準用する。 



３ （略） ３ （略） 

第１０節  品質評価 第１０節  品質評価 

（品質評価） 

第４０８条 （略） 

（品質評価） 

第３６７条 （略） 

第１１節  成果等の整理 第１１節  成果等の整理 

（メタデータの作成） 

第４０９条 （略） 

（メタデータの作成） 

第３６８条 （略） 

（成果等） 

第４１０条  （略） 

（成果等） 

第３６９条  （略） 

第３章 河川測量 第３章 河川測量 

第１節  要 旨 第１節  要 旨 

（要 旨） 

第４１１条  （略） 

（要 旨） 

第３７０条  （略） 

（河川測量の細分） 

第４１２条  （略） 

（河川測量の細分） 

第３７１条  （略） 

第２節 作業計画 第２節 作業計画 

（要 旨） 

第４１３条 （略） 

（要 旨） 

第３７２条 （略） 

第３節  距離標設置測量 第３節  距離標設置測量 

（要 旨） 

第４１４条  （略） 

（要 旨） 

第３７３条  （略） 

（方 法） 

第４１５条  （略） 

２ （略） 

３ （略） 

一 ＴＳ等を用いる放射法の場合は、第３９２条第２項第一号の規定を準用して行うことができる。ただし、

近傍に既知点がない場合は、３級基準点等を設置することができる。 

二 キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法による場合は、第３９１条第３項第二号から

第四号、第４項及び第５項の規定を準用する。 

４～６ （略） 

（方 法） 

第３７４条  （略） 

２ （略） 

３ （略） 

一 ＴＳ等を用いる放射法の場合は、第３５１条第２項第一号の規定を準用して行うことができる。ただし、

近傍に既知点がない場合は、３級基準点等を設置することができる。 

二 キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法による場合は、第３５０条第３項第二号から

第四号、第４項及び第５項の規定を準用する。 

４～６ （略） 

第４節  水準基標測量 第４節  水準基標測量 

（要 旨） 

第４１６条  （略） 

（要 旨） 

第３７５条  （略） 

（方 法） 

第４１７条  （略） 

（方 法） 

第３７６条  （略） 

第５節  定期縦断測量 第５節  定期縦断測量 

（要 旨） 

第４１８条  （略） 

（要 旨） 

第３７７条  （略） 



（方 法） 

第４１９条  （略） 

２ （略） 

３ 定期縦断測量は、平地においては３級水準測量により行い、山地においては４級水準測量により行うもの

とする。ただし、地形、地物等の状況によっては、４級水準測量に代えて間接水準測量により行うことがで

きるものとし、その場合は第４００条第８項の規定を準用する。 

４～７ （略） 

（方 法） 

第３７８条  （略） 

２ （略） 

３ 定期縦断測量は、平地においては３級水準測量により行い、山地においては４級水準測量により行うもの

とする。ただし、地形、地物等の状況によっては、４級水準測量に代えて間接水準測量により行うことがで

きるものとし、その場合は第３５９条第８項の規定を準用する。 

４～７ （略） 

第６節  定期横断測量 第６節  定期横断測量 

（要 旨） 

第４２０条  （略） 

（要 旨） 

第３７９条  （略） 

（方 法） 

第４２１条  （略） 

（方 法） 

第３８０条  （略） 

第７節  深浅測量 第７節  深浅測量 

（要 旨） 

第４２２条  （略） 

（要 旨） 

第３８１条 （略） 

（方 法） 

第４２３条  （略） 

２～４ （略） 

５ ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法による観測は、次表を標準とする。 

 

使用衛星数 観 測 回 数 データ取得間隔 

５衛星以上 ＦＩＸ解を得てから１エポック以上 １秒 

摘   要 

ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、使用衛星数は６衛星

以上とする。ただし、ＧＰＳ・準天頂衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星

を、それぞれ２衛星以上を用いること。 

 

６～１２ （略） 

（方 法） 

第３８２条  （略） 

２～４ （略） 

５ ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法による観測は、次表を標準とする。 

 

使用衛星数 観 測 回 数 データ取得間隔 

５衛星以上 ＦＩＸ解を得てから１エポック以上 １秒 

摘   要 

ＧＬＯＮＡＳＳ衛星を用いて観測する場合は、使用衛星数は６衛星

以上とする。ただし、ＧＰＳ衛星及びＧＬＯＮＡＳＳ衛星を、それ

ぞれ２衛星以上を用いること。 

 

６～１２ （略） 

第８節  法線測量 第８節  法線測量 

（要 旨） 

第４２４条  （略） 

（要 旨） 

第３８３条  （略） 

（方 法） 

第４２５条  （略） 

（方 法） 

第３８４条  （略） 

第９節 海浜測量及び汀線測量 第９節 海浜測量及び汀線測量 

（要 旨） 

第４２６条  （略） 

（要 旨） 

第３８５条  （略） 

（方 法） 

第４２７条  （略） 

（方 法） 

第３８６条  （略） 



第１０節  品質評価 第１０節  品質評価 

（品質評価） 

第４２８条 （略） 

（品質評価） 

第３８７条 （略） 

第１１節  成果等の整理 第１１節  成果等の整理 

（メタデータの作成） 

第４２９条 （略） 

（メタデータの作成） 

第３８８条 （略） 

（成果等） 

第４３０条  （略） 

（成果等） 

第３８９条  （略） 

第４章 用地測量 第４章 用地測量 

第１節  要 旨 第１節  要 旨 

（要 旨） 

第４３１条  （略） 

（要 旨） 

第３９０条  （略） 

（用地測量の細分） 

第４３２条  （略） 

（用地測量の細分） 

第３９１条  （略） 

第２節 作業計画 第２節 作業計画 

（要 旨） 

第４３３条 （略） 

（要 旨） 

第３９２条 （略） 

第３節 資料調査 第３節 資料調査 

（要 旨） 

第４３４条  （略） 

（要 旨） 

第３９３条  （略） 

（方 法） 

第４３５条  （略） 

（方 法） 

第３９４条  （略） 

（公図等の転写） 

第４３６条  （略） 

（公図等の転写） 

第３９５条  （略） 

（土地の登記記録の調査） 

第４３７条  （略） 

（土地の登記記録の調査） 

第３９６条  （略） 

（建物の登記記録の調査） 

第４３８条 （略） 

（建物の登記記録の調査） 

第３９７条 （略） 

（権利者確認調査） 

第４３９条 （略） 

（権利者確認調査） 

第３９８条 （略） 

第４節 復元測量 第４節 復元測量 

（要 旨） 

第４４０条  （略） 

（要 旨） 

第３９９条  （略） 

（方 法） 

第４４１条  （略） 

（方 法） 

第４００条 （略） 

第５節  境界確認 第５節  境界確認 

（要 旨） 

第４４２条  （略） 

（要 旨） 

第４０１条  （略） 



（方 法） 

第４４３条 （略） 

（方 法） 

第４０２条 （略） 

第６節  境界測量 第６節  境界測量 

（要 旨） 

第４４４条  （略） 

（要 旨） 

第４０３条  （略） 

（方 法） 

第４４５条  （略） 

２ （略） 

一 （略） 

二 キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法による場合は、第３９１条第３項第二号、第

４項及び第５項の規定を準用する。 

三 （略） 

３～７ （略） 

（方 法） 

第４０４条  （略） 

２ （略） 

一 （略） 

二 キネマティック法、ＲＴＫ法又はネットワーク型ＲＴＫ法による場合は、第３５０条第３項第二号、第

４項及び第５項の規定を準用する。 

三 （略） 

３～７ （略） 

（用地境界仮杭設置） 

第４４６条 （略） 

（用地境界仮杭設置） 

第４０５条 （略） 

（方 法） 

第４４７条  （略） 

２ 用地境界仮杭の観測は、第４４５条第２項の規定を準用する。 

（方 法） 

第４０６条  （略） 

２ 用地境界仮杭の観測は、第４０４条第２項の規定を準用する。 

（用地境界杭設置） 

第４４８条 （略） 

（用地境界杭設置） 

第４０７条 （略） 

第７節 境界点間測量 第７節 境界点間測量 

（要 旨） 

第４４９条 （略） 

（要 旨） 

第４０８条 （略） 

（方 法） 

第４５０条 （略） 

２ 境界点間測量は、隣接する境界点間又は境界点と用地境界杭を設置した点（以下「用地境界点」とい

う。）との距離を全辺について現地で測定し、第４４５条及び第４４７条の規定で計算した距離と比較を

行うものとする。なお、較差の許容範囲は、次表を標準とする。 

 

       区 分 

距 離 
平  地 山  地 備    考 

20m 未満 10 mm 20 mm  
S は点間距離の計算値 

20m 以上 S／2,000 S／1,000 

 

３ 境界点間の距離が直接測定できない場合は、第３９１条第８項の規定を準用するものとし、較差の許容

範囲は、前項の表による。 

４ （略） 

 

（方 法） 

第４０９条 （略） 

２ 境界点間測量は、隣接する境界点間又は境界点と用地境界杭を設置した点（以下「用地境界点」とい

う。）との距離を全辺について現地で測定し、第４０４条及び第４０６条の規定で計算した距離と比較を

行うものとする。なお、較差の許容範囲は、次表を標準とする。 

 

       区 分 

距 離 
平  地 山  地 備    考 

20m 未満 10 mm 20 mm  
S は点間距離の計算値 

20m 以上 S／2,000 S／1,000 

 

３ 境界点間の距離が直接測定できない場合は、第３５０条第８項の規定を準用するものとし、較差の許容

範囲は、前項の表による。 

４ （略） 



第８節  面積計算 第８節  面積計算 

（要 旨） 

第４５１条  （略） 

（要 旨） 

第４１０条  （略） 

（方 法） 

第４５２条  （略） 

（方 法） 

第４１１条  （略） 

第９節 用地実測図データファイルの作成 第９節 用地実測図データファイルの作成 

（要 旨） 

第４５３条 （略） 

（要 旨） 

第４１２条 （略） 

（作 成） 

第４５４条 （略） 

（作 成） 

第４１３条 （略） 

第１０節 用地平面図データファイルの作成 第１０節 用地平面図データファイルの作成 

（要 旨） 

第４５５条 （略） 

（要 旨） 

第４１４条 （略） 

（作 成） 

第４５６条 （略） 

（作 成） 

第４１５条 （略） 

第１１節  品質評価 第１１節  品質評価 

（品質評価） 

第４５７条 （略） 

（品質評価） 

第４１６条 （略） 

第１２節 成果等の整理 第１２節 成果等の整理 

（メタデータの作成） 

第４５８条 （略） 

（メタデータの作成） 

第４１７条 （略） 

（成果等） 

第４５９条  （略） 

（成果等） 

第４１８条  （略） 

第５章 その他の応用測量 第５章 その他の応用測量 

第１節  要 旨 第１節  要 旨 

（要 旨） 

第４６０条  （略） 

（要 旨） 

第４１９条  （略） 

第２節 作業計画 第２節 作業計画 

（要 旨） 

第４６１条 （略） 

（要 旨） 

第４２０条 （略） 

第３節 作業方法 第３節 作業方法 

（作業方法） 

第４６２条 （略） 

（作業方法） 

第４２１条 （略） 

第４節  作業内容 第４節  作業内容 

（作業内容） 

第４６３条 （略） 

 

 

（作業内容） 

第４２２条 （略） 



第５節  品質評価 第５節  品質評価 

（品質評価） 

第４６４条 （略） 

（品質評価） 

第４２３条 （略） 

第６節  成果等の整理 第６節  成果等の整理 

（メタデータの作成） 

第４６５条 （略） 

（メタデータの作成） 

第４２４条 （略） 

（成果等） 

第４６６条 （略） 

一・二 （略） 

三 品質評価表 

四・五 （略） 

（成果等） 

第４２５条 （略） 

一・二 （略） 

（新規） 

三・四 （略） 

附 則 

この準則は、平成２０年４月１日から適用する。 

附 則 

この準則は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 
 この準則は、平成２５年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この準則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この準則は、平成２０年４月１日から適用する。 

附 則 

この準則は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 
 この準則は、平成２５年４月１日から施行する。 
（新規） 

 


